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平成15年6月12日  

（一部改正 平成17年 2月 8日  

平成17年10月21日  

平成18年 3月22日  

平成19年 3月30日）  

各都道府県知事 殿  

厚生労働省医政局長  

医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行について   

医師の臨床研修については、医療法等の一部を改正する法律（平成12年法律第141  

号。以下「改正法」という。）による医師法（昭和23年法律第201号。以下「法」と  

いう。）の一部改正により、インターン制度が廃止されて以来36年ぶりに抜本的な改革  

が行われることとなった。すなわち、診療に従事しようとするすべての医師は、臨床研修  

を受けなければならないこととされ、また、これに併せて、臨床研修の内容の検討を進め、  

医師が、適切な指導体制の下で、医師としての人格をかん養し、プライマリ・ケアを中心  

に幅広く医師として必要な診療能力を効果的に身に付けることができるものとすること  

とされたところである。これを踏まえ、平成14年12月11日に、医師法第16条の2  

第1項に規定する臨床研修に関する省令（平成14年厚生労働省令第158号。以下「臨  

床研修省令」という。）が公布・施行され、また、その後の検討を受けて、平成15年6  

月12日に、医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の一部を改正す  

る省令（平成15年厚生労働省令第105号。以下「改正省令」という。）が公布・施行  

され、下記のとおり、新たな臨床研修制度が定められたところである。また、本制度の円  

滑な実施を図るため、地方厚生局において、臨床研修病院、大学病院、医療関係団体等の参  

加を得て連絡協議会を設置することとしている。  
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新たな臨床研修制度は、医師が、医師としての基盤形成の時期に、患者を全人的に診る  

ことができる基本的な診療能力を修得することにより、医師としての資質の向上を図るこ  

とを目的としており、地域の医療提供体制の整備に当たっても、重要な役割を果たすこと  

が期待されるものである。ついては、貴職におかれても、臨床研修省令の趣旨、内容等に  

ついて御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知  

に努めるとともに、地方厚生局において設置する連絡協議会に参加するなど、新たな臨床  

研修制度の円滑な実施に御協力をお願いする。  

記  

第1 臨床研修省令の趣旨   

法第16条の2第1項に規定する臨床研修については、改正法による法の一部改正によ   

り、平成16年4月1日から、診療に従事しようとするすべての医師に義務付けられると   

ころであるが、臨床研修省令は、法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関して、臨   

床研修の基本理念、臨床研修病院の指定の基準等を定めるものであること。  

なお、改正法附則第8条（臨床研修修了医師の登録に係る経過措置）の規定により、同   

日前に医師免許を受けている者及び同日前に医師免許の申請を行った者であって同日以後   

に医師免許を受けたものは、改正法による改正後の法第16条の4第1項の規定による臨   

床研修修了者の登録を受けた者とみなされること。  

第2 臨床研修省令の内容及び具体的な運用基準  

1 用語の定義   

（1）「臨床研修」  

法第16条の2第1項に規定する臨床研修をいうものであること。   

（2）「臨床研修病院」  

法第16条の2第1項の指定を受けた病院をいうものであること。   

（3）「単独型臨床研修病院」  

臨床研修病院のうち、単独で又は研修協力施設と共同して臨床研修を行う病院をい  

うものであること。   

（4）「管理型臨床研修病院」  
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臨床研修病院のうち、他の病院と共同して臨床研修を行う病院（単独型臨床研修病   

院を除く。）であって、当該臨床研修の管理を行うものをいうものであること。  

（5）「協力型臨床研修病院」   

臨床研修病院のうち、他の病院と共同して臨床研修を行う病院（単独型臨床研修病   

院を除く。）であって、管理型臨床研修病院でないものをいうものであること。  

（6）「研修協力施設」  

臨床研修病院と共同して臨床研修を行う施設であって、臨床研修病院及び医学を履   

修する課程を置く大学に附属する病院以外のものをいうものであること。以下「臨床   

研修協力施設」という。   

なお、臨床研修協力施設としては、例えば、へき地・離島診療所、中小病院・診療   

所、保健所、介護老人保健施設、社会福祉施設、赤十字社血液センター、各種検診・   

健診の実施施設等が考えられること。  

（7）「臨床研修病院群」  

共同して臨床研修を行う管理型臨床研修病院及び協力型臨床研修病院をいうもので   

あること。臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、臨床研修協   

力施設も臨床研修病院群に含まれること。  

（8）「大学病院」  

医学を履修する課程を置く大学に附属する病院をいうものであること。  

（9）「研修管理委員会」  

臨床研修を行う病院において臨床研修の実施を統括管理する機関をいうものである   

ニヒ、   

なお、研修管理委員会は、単独型臨床研修病院、管理型臨床研修病院等臨床研修を   

管理する病院に設置されること。  

（10）「研修プログラム」  

臨床研修の実施に関する計画をいうものであること。  

（11）「プログラム責任者」   

研修プログラムの企画立案及び実施の管理並びに研修医に対する助言、指導その他   

の援助を行う者をいうものであること。  

（12）「研修実施責任者」  

協力型臨床研修病院又は臨床研修協力施設において、当該施設における臨床研修の  
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実施を管理する者をいうものであること。  

なお、研修実施責任者は、プログラム責任者及び臨床研修指導医を兼務しても差し   

支えないこと。  

（13）「臨床研修指導医」  

研修医に対する指導を行う医師をいうものであること。以下「指導医」という。  

（14）「研修医」  

臨床研修を受けている医師をいうものであること。  

（15）「臨床病理検討会」  

個別の症例（剖検例）について病理学的見地から検討を行うための 

（ClinicopathologicalConference：CPC）をいうものであること。  

（16）「研修期間」  

臨床研修を行っている期間をいうものであること。  

2 臨床研修の基本理念   

医師については、単に専門分野の負傷又は疾病を治療するのみでなく、患者の健康と  

負傷又は疾病を全人的に診ることが期待され、医師と患者及びその家族との間での十分   

なコミュニケーションの下に総合的な診療を行うことが求められていること。また、医   

療の社会的重要性及び公共性を考えると、臨床研修は、医師個人の技術の向上を超えて、   

社会にとって必要性の高いものであること。  

このため、臨床研修については、医師が、医師としての人格をかん養し、将来専門と   

する分野にかかわらず、医学及び医療の果たすべき社会的役割を認識しつつ、一般的な   

診療において頻繁に関わる負傷又は疾病に適切に対応できるよう、プライマリ・ケアの   

基本的な診療能力（態度・技能・知識）を身に付けることのできるものでなければなら   

ないこと。  

3 臨床研修病院の指定  

（1）法第16条の2第1項の指定は、次に掲げる区分に応じて行うこと。  

ア 単独型臨床研修病院   

イ 管理型臨床研修病院  

り 協力型臨床研修病院  

（2）単独型臨床研修病院、管理型臨床研修病院及び協力型臨床研修病院は、それぞれ他   

の区分の臨床研修病院となることができること。  
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4 臨床研修病院の指定の申請  

（1）単独型臨床研修病院の指定の申請   

ア 単独型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、臨床研修を開始し  

ようとする年度の前年度の6月30日までに、当該病院に関する指定申請書（様式  

1）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。なお、既に単独型臨床研修病  

院の指定を受けている病院であっても、他の病院とともに臨床研修病院群を構成し  

ようとする場合は、新たに管理型臨床研修病院又は協力型臨床研修病院の指定申請  

を行わなければならないこと。   

イ 指定中請書には、次に掲げる書類を添付しなければならないこと。  

（ア）当該指定に係るすべての研修プログラム  

（イ）プログラム責任者履歴書（様式2）  

（ウ）当該病院の研修医名簿（様式3）  

（ェ）臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、臨床研  

修協力施設となる施設に係る臨床研修協力施設概況表（様式4）及び臨床研修協  

力施設承諾書（様式5）  

ウ 指定申請書及び添付書類は、当該病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部  

医事課あてに送付すること。  

（2）管理型臨床研修病院の指定の申請   

ア 管理型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、臨床研修を開始し  

ようとする年度の前年度の6月30日までに、当該病院に関する指定中請書（様式  

1）を厚生労働大臣に提出しなければならないこと。なお、既に管理型臨床研修病  

院の指定を受けている病院であっても、臨床研修病院群の臨床研修病院の構成を変  

更しようとする場合は、新たに管理型臨床研修病院の指定申請を行わなければなら  

ないこと。  

イ 指定中請書には、次に掲げる書類を添付しなければならないこと。  

（ア）当該指定に係るすべての研修プログラム  

（イ）プログラム責任者履歴書（様式2）  

（ウ）当該病院の研修医名簿（様式3）  

（ェ）当該指定に係る臨床研修病院群を構成することとなる病院相互間の連携体制を  

記載した書類（様式6）  
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（オ）臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行おうとする場合にあっては、臨床研  

修協力施設となる施設に係る臨床研修協力施設概況表（様式4）及び臨床研修協  

力施設承諾書（様式5）   

ウ 管理型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、当該病院に関する  

指定申請書及び添付書類と、協力型臨床研修病院として共同して臨床研修を行うこ  

ととなる病院に関する指定申請書及び添付書類とを、一括して当該管理型臨床研修  

病院の所在地を管轄する地方厚生局健康福祉部医事課あてに送付すること。  

（3）協力型臨床研修病院の指定の申請  

協力型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者は、臨床研修を開始しよ   

うとする年度の前年度の6月30日までに、当該病院に関する指定申請書（様式1）   

を、管理型臨床研修病院として共同して臨床研修を行うこととなる病院の開設者を経   

由して厚生労働大臣に提出しなければならないこと。なお、既に協力型臨床研修病院   

の指定を受けている病院であっても、臨床研修病院群の臨床研修病院の構成を変更し   

ようとする場合は、新たに協力型臨床研修病院の指定申請を行わなければならないこ  

と。  

5 臨床研修病院の指定の基準  

（1）単独型臨床研修病院の指定の基準  

厚生労働大臣は、単独型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者から指   

定の申請があった場合において、当該病院が次に掲げる事項に適合していると認める  

ときでなければ、単独型臨床研修病院の指定をしてはならないこと。   

ア 臨床研修省令第2条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラム  

を有していること。  

（ア）研修プログラムには、次に掲げる事項が定められていること。  

① 当該研修プログラムの特色  

② 臨床研修の目標  

「臨床研修の目標」は、「臨床研修の到達目標」（別添1）を参考にして、  

臨床研修病院が当該研修プログラムにおいて研修医の到達すべき目標として作  

成するものであり、「臨床研修の到達目標」を達成できる内容であること。  

③ プログラム責任者の氏名  

④ 臨床研修を行う分野並びに当該分野ごとの研修期間及び臨床研修病院又は臨  
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床研修協力施設  

「臨床研修を行う分野」とは、当該研修プログラムにおいて研修医が臨床研   

修を受ける診療科等をいうものであること。内科、外科及び救急部門（麻酔科   

を含む。以下同じ。）を「基本研修科目」とし、また、小児科、産婦人科、精   

神科及び地域保健・医療を「必修科目」とすること。  

⑤ 研修医の指導体制  

⑥ 研修医の募集定員並びに募集及び採用の方法  

⑦ 研修医の処遇に関する事項  

次に掲げる事項をいうものであること。  

（i）常勤又は非常勤の別  

（止）研修手当、勤務時間及び休暇に関する事項  

（出）時間外勤務及び当直に関する事項  

（如）研修医のための宿舎及び病院内の個室の有無  

（Ⅴ）社会保険・労働保険（公的医療保険、公的年金保険、労働者災害補償保険、  

雇用保険）に関する事項   

（d）健康管理に関する事項  

（通）医師賠償責任保険に関する事項  

（Ⅴ元）外部の研修活動に関する事項（学会、研究会等への参加の可否及び費用負  

担の有無）  

（イ）臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合には、臨床研修協力施設の種   

別及び名称、臨床研修協力施設が行う研修の内容及び期間並びに研修実施責任者   

及び研修医の指導を行う者の氏名が研修プログラムに明示されていること。  

（ウ）研修プログラムに定められた臨床研修を行う分野並びに当該分野ごとの研修期   

間及び臨床研修病院又は臨床研修協力施設が次に掲げる事項を満たすものである   

こと。   

① 研修期間は、原則として合計2年とすること。   

② 臨床研修を行う分野ごとの研修期間は、それぞれ1月以上とし、臨床研修病   

院の実情及び研修プログラムの特色を考慮して定めること。基本研修科目及び   

必修科目については、必ず臨床研修を行うこと。   

③ 原則として、当初の12月は基本研修科目を研修すること。また、内科にお  
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いては、6月以上研修を行うことが望ましいこと。   

④ 基本研修科目及び必修科目以外の研修期間は、研修医が積極的に研修プログ  

ラムを選択し、臨床研修に取り組むことができるよう、地域や病院の特色をい  

かし、更に臨床研修を充実させるために活用すること。   

⑤ 臨床研修を行う分野ごとの研修期間は、①から④までを踏まえて多様に設定  

するものであるが、研修プログラムの特色や指導体制等各病院における体制に  

よっては、例えば、当初の12月について、内科において6月の研修、外科及  

び救急部門において合計6月の研修を行うこととし、次の12月について、小  

児科、産婦人科、精神科及び地域保健・医療においてそれぞれ3月の研修を行  

うことなども考えられる。   

⑥ 救急部門については、救急部（救急部がない場合には救急外来）、麻酔科等  

を適切に経験させることにより対応すること。   

⑦ 総合診療科等臨床研修を行う診療科の名称が基本研修科目又は必修科目の診  

療科等の名称と異なる場合であっても、当該診療科における研修内容が基本研  

修科目又は必修科目のいずれかの診療科等の研修内容と同じものであるときに  

は、研修内容に応じて、当該診療科における研修期間を、相当する基本研修科  

目又は必修科目の診療科等の研修期間として差し支えないこと。   

⑧ 地域保健・医療については、へき地・離島診療所、中小病院・診療所、保健  

所、介護老人保健施設、社会福祉施設、赤十字社血液センター、各種検診・健  

診の実施施設等を適宜選択して研修を行うこと。   

⑨ 臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合には、原則として、臨床研  

修協力施設における研修期間を合計3月以内とすること。  

イ 医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）第19条第1項第1号に規定す   

る員数の医師を有していること。   

医師数については、「医療法第21条の規定に基づく人員の算出に当たっての取   

扱い等について」（平成10年6月26日付け健改発第777号、医薬発第574   

号）に定める常勤換算により算出された医師（研修医を含む。）の数をいうもので   

あること。  

り 臨床研修を行うために必要な診療科を置いていること。ただし、共同して臨床研   

修を行う臨床研修協力施設が医療機関である場合にあっては、当該病院と臨床研修  
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協力施設の診療科とを合わせて、必要な診療科を置いていること。   

「臨床研修を行うために必要な診療科を置いていること」とは、原則として、内   

科、外科、小児科、産婦人科及び精神科の診療科を標ぼうしていることをいうもの   

であること。  

エ 救急医療を提供していること。ただし、共同して臨床研修を行う臨床研修協力施   

設が医療機関である場合にあっては、当該病院又は臨床研修協力施設のいずれかに   

おいて、救急医療を提供していること。   

「救急医療を提供していること」とは、救急告示病院又は医療計画上、初期救急   

医療機関、第二次救急医療機関若しくは第三次救急医療機関として位置付けられて   

いる病院であって、初期救急医療を実施しており、適切な指導体制の下に救急医療   

に係る十分な症例が確保できるものであることをいうこと。  

オ 臨床研修を行うために必要な症例があること。ただし、共同して臨床研修を行う   

臨床研修協力施設が医療機関である場合にあっては、当該病院と臨床研修協力施設   

の症例とを合わせて、必要な症例があること。   

「臨床研修を行うために必要な症例があること」とは、「臨床研修の到達目標」   

を達成するために必要な症例が確保されていることをいうものであること。  

カ 臨床病理検討会（CPC）を適切に開催していること。ただし、共同して臨床研   

修を行う臨床研修協力施設が医療機関である場合にあっては、当該病院又は臨床研   

修協力施設のいずれかにおいて、臨床病理検討会（CPC）が適切に開催されてい   

ること。  

キ 臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること。ただし、共同して   

臨床研修を行う臨床研修協力施設が医療機関である場合にあっては、当該病院及び   

臨床研修協力施設が、それぞれの担当する臨床研修の実施に関し必要な施設及び設   

備を有していること。   

「臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること」とは、臨床研修   

の実施に関し必要な施設のほか、臨床研修に必要な図書又は雑誌を有しており、ま   

た、原則として、インターネットが利用できる環境（Medline等の文献データベー   

ス、教育用コンテンツ等が利用できる環境）が整備されていることをいうものであ   

ること。さらに、次に掲げる施設及び設備を備えていることが望ましいこと。  

（ア）研修医のための宿舎及び研修医室  
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（イ）医学教育用シミュレーター（切開及び縫合、直腸診、乳房診、二次救命処置   

（AdvancedCardiovascularLifeSupport‥ACLS）、心音又は呼吸音の聴診等  

の訓練用機材）、医学教育用ビデオ等の機材  

ク 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。   

「患者の病歴に関する情報を適切に管理していること」とは、病歴管理者が選任   

されており、診療に関する諸記録（診療録、病院日誌、各科診療日誌、処方せん、   

手術記録、看護記録、検査所見記録、エックス線写真、紹介状、退院した患者に係   

る入院期間中の診療経過の要約等）の管理が適正になされていることをいうもので   

あること。  

ケ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。  

「医療に関する安全管理のための体制を確保していること」とは、医療法施行   

規則第1条の11第1項及び第2項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を   

満たすことをいうものであること。  

（ア）医療に係る安全管理を行う者（以下「安全管理者」という。）を配置すること。  

安全管理者は、当該病院における医療に係る安全管理を行う部門（以下「安全  

管理部門」という。）の業務に関する企画立案及び評価、当該病院内における医   

療安全に関する職員の安全管理に関する意識の向上や指導等の業務を行うもので  

あり、次に掲げる基準を満たす必要があること。   

① 医師、歯科医師、薬剤師又は看護師のうちのいずれかの資格を有しているこ  

と。  

② 医療安全に関する必要な知識を有していること。   

③ 当該病院の安全管理部門に所属していること。   

④ 当該病院の医療に係る安全管理のための委員会（以下「安全管理委員会」と  

いう。）の構成員に含まれていること。  

（イ）安全管理部門を設置すること。  

安全管理部門とは、安全管理者及びその他必要な職員で構成され、安全管理委   

員会で決定された方針に基づき、組織横断的に当該病院内の安全管理を担う部門  

であって、次に掲げる業務を行うものであること。   

① 安全管理委員会で用いられる資料及び議事録の作成及び保存、その他安全管  

理委員会の庶務に関すること。  
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② 事故等に関する診療録や看護記録等への記載が正確かつ十分になされている  

ことの確認を行うとともに、必要な指導を行うこと。   

③ 患者や家族への説明など事故発生時の対応状況について確認を行うとともに、  

必要な指導を行うこと。   

④ 事故等の原因究明が適切に実施されていることを確認するとともに、必要な  

指導を行うこと。   

⑤ 医療安全に係る連絡調整に関すること。   

⑥ 医療安全対策の推進に関すること。  

（ウ）患者からの相談に適切に応じる体制を確保すること。  

「患者からの相談に適切に応じる体制を確保すること」とは、当該病院内に患   

者相談窓口を常設し、患者等からの苦情や相談に応じられる体制を確保するもの   

であり、次に掲げる基準を満たす必要があること。また、これらの苦情や相談は  

当該病院の安全対策等の見直しにも活用されるものであること。   

① 患者相談窓口の活動の趣旨、設置場所、担当者及びその責任者、対応時間等  

について、患者等に明示されていること。   

② 患者相談窓口の活動に関し、相談に対応する職員、相談後の取扱い、相談情  

報の秘密保護、管理者への報告等に関する規約が整備されていること。   

③ 患者や家族等が相談を行うことにより不利益を受けないよう、適切な配慮が  

なされていること。  

コ 研修管理委員会を設置していること。   

研修管理委員会は、6（1）を満たすものであること。  

サ プログラム責任者を適切に配置していること。   

「プログラム責任者を適切に配置していること」とは、6（3）を満たしたプログラ   

ム責任者が、研修プログラムごとに配置されていることをいうものであること。た   

だし、20人以上の研修医が一つの研修プログラムに基づいて臨床研修を受ける場   

合には、原則として、プログラム責任者とともに、副プログラム責任者を配置し、   

プログラム責任者及び副プログラム責任者の受け持つ研修医の数が1人当たり20   

人を超えないようにすること。  

シ 適切な指導体制を有していること。ただし、臨床研修協力施設と共同して臨床研   

修を行う場合にあっては、当該病院と臨床研修協力施設とを合わせて、その指導体  
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制が適切なものであること。  

（ア）「適切な指導体制を有していること」とは、6（4）を満たした指導医が、原則と  

して、内科、外科、小児科、産婦人科及び精神科の診療科に配置されており、個々   

の指導医が、勤務体制上指導時問を十分に確保できることをいうものであること。  

また、指導医は研修医に対する指導に関する責任者又は管理者の立場にあるもの   

であり、指導医が研修医を直接指導することだけでなく、指導医の指導監督の下、   

上級医（研修医よりも臨床経験の長い医師をいう。以下同じ）が研修医を直接指   

導すること（いわゆる「屋根瓦方式」）も想定していること。その他の研修分野  

についても、適切な指導力を有している者が、研修医の指導に当たること。  

（イ）休日・夜間の当直における指導体制については、電話等により指導医又は上級  

医に相談できる体制が確保されるとともに、研修医1人で対応できない症例が想  

定される場合には、指導医又は上級医が直ちに対応できるような体制（オンコー   

ル体制）が確保されていること。また、休日・夜間の当直を1年次の研修医が行  

う場合については、原則として指導医又は上級医とともに、2人以上で行うこと。  

（ウ）精神科の研修を行う臨床研修病院又は臨床研修協力施設においては、精神保健   

福祉士、作業療法士その他診療要員を適当数配置していることが望ましいこと。  

（エ）研修医手帳を作成し、研修医が当該手帳に研修内容を記入するよう指導するこ  

と。また、研修医が担当した患者の病歴や手術の要約を作成するよう指導するこ  

と。  

ス 受け入れる研修医の数が、臨床研修を行うために適切であること。  

（ア）臨床研修を行うために適切な研修医の数は、プライマリ・ケアの基本的な診療   

能力を修得するのに必要な症例を勘案したものとするが、原則として、病床数を   

10で除した数又は年間の入院患者数を100で除した数を超えないものである  

こと。この場合において、研修医の数とは、当該病院において受け入れているす  

べての研修医の数をいい、1年次及び2年次の研修医の数を合計したものである  

こと。  

（イ）指導医1人が指導を受け持つ研修医は、5人までが望ましいこと。  

（ウ）原則として、研修プログラムごとに2人以上の研修医を毎年継続して受け入れ  

ることができる体制であること。  

セ 研修医の募集及び採用の方法が臨床研修の実施のために適切なものであること。  
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「研修医の募集及び採用の方法が臨床研修の実施のために適切なものであるこ  

と」とは、原則として、公募による採用が行われることをいうものであること。   

ソ 研修医に対する適切な処遇を確保していること。ただし、臨床研修協力施設と共   

同して臨床研修を行う場合にあっては、当該病院及び臨床研修協力施設のそれぞれ   

において、研修医に対する適切な処遇が確保されていること。   

タ 将来、財団法人日本医療機能評価機構による評価等第三者による評価を受け、そ   

の結果を公表することを目指すこと。  

（2）管理型臨床研修病暁の指定の基準   

厚生労働大臣は、管理型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者から指   

定の申請があった場合において、当該病院が次に掲げる事項に適合していると認める   

ときでなければ、管理型臨床研修病院の指定をしてはならないこと。  

なお、アからソまでの各項目については、以下に特に定めるもののほか、（1）の各項   

目において示した内容に準じること。   

ア 臨床研修省令第2条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラム  

を有していること。   

（ア）原則として、研修期間全体の8月以上は、管理型臨床研修病院で研修を行うも  

のであること。   

（イ）協力型臨床研修病院の名称、協力型臨床研修病院が行う研修の内容及び期間並  

びに研修実施責任者及び指導医の氏名が研修プログラムに明示されていること。   

イ 医療法施行規則第19条第1項第1号に規定する員数の医師を有していること。   

ウ 当該病院と協力型臨床研修病院の診療科とを合わせて、臨床研修を行うために必   

要な診療科を置いていること。ただし、共同して臨床研修を行う臨床研修協力施設  

が医療機関である場合にあっては、臨床研修病院群を構成する臨床研修病院と臨床  

研修協力施設の診療科とを合わせて、必要な診療科を置いていること。   

エ 当該病院又は協力型臨床研修病院のいずれかが、救急医療を提供していること。  

ただし、共同して臨床研修を行う臨床研修協力施設が医療機関である場合にあって  

は、臨床研修病院群を構成する臨床研修病院又は臨床研修協力施設のいずれかにお  

いて、救急医療を提供していること。   

オ 当該病院と協力型臨床研修病院の症例とを合わせて、臨床研修を行うために必要  

な症例があること。ただし、共同して臨床研修を行う臨床研修協力施設が医療機関  
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である場合にあっては、臨床研修病院群を構成する臨床研修病院と臨床研修協力施   

設の症例とを合わせて、必要な症例があること。  

カ 当該病院又は協力型臨床研修病院のいずれかが、臨床病理検討会（CPC）を適   

切に開催していること。ただし、共同して臨床研修を行う臨床研修協力施設が医療   

機関である場合にあっては、臨床研修病院群を構成する臨床研修病院又は臨床研修   

協力施設のいずれかにおいて、臨床病理検討会（CPC）が適切に開催されている  

こと。  

キ 臨床研修の実施に閲し必要な施設及び設備を有していること。ただし、共同して   

臨床研修を行う臨床研修協力施設が医療機関である場合にあっては、当該病院及び   

臨床研修協力施設が、それぞれの担当する臨床研修の実施に閲し必要な施設及び設   

備を有していること。  

ク 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。  

ケ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。  

コ 研修管理委員会を設置していること。  

研修管理委員会は、6（1）を満たすものであること。  

サ 当該病院又は協力型臨床研修病院のいずれかにおいて、プログラム責任者を適切   

に配置していること。  

シ 適切な指導体制を有してい芦こと。ただし、臨床研修協力施設と共同して臨床研   

修を行う場合にあっては、臨床研修病院群における指導体制が適切なものであるこ   

と。  

ス 受け入れる研修医の数が、臨床研修を行うために適切であること。  

受け入れる研修医の数は、臨床研修病院群を構成する臨床研修病院ごとに適切な   

数である必要があること。  

セ 研修医の募集及び採用の方法が臨床研修の実施のために適切なものであること。  

ソ 研修医に対する適切な処遇を確保していること。ただし、臨床研修協力施設と共   

同して臨床研修を行う場合にあっては、当該病院及び臨床研修協力施設のそれぞれ   

において、研修医に対する適切な処遇が確保されていること。  

タ 協力型臨床研修病院との間で緊密な連携体制を確保していること。また、地域医   

療の研修を幅広く確保する観点から、原則として、臨床研修病院群の中に研修の実   

施に必要と考えられる相当数の民間医療機関を含めること。  
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（ア）「緊密な連携体制」とは、医師の往来、医療機器の共同利用又は合同臨床病理  

検討会（CPC）が組織的に行われている等、診療及び臨床研修について機能的  

な連携が具体的に行われている状態をいうものであること。   

（イ）地域医療のシステム化を図り、臨床研修病院群における緊密な連携を保つため、  

臨床研修病院群を構成する臨床研修病院は、原則として、同一の二次医療圏又は  

同一の都道府県にあることが望ましいこと。ただし、臨床研修病院群を構成する  

臨床研修病院が異なる都道府県にある場合であっても、緊密な連携が図られる場  

合等については、臨床研修病院が同一の都道府県にある必要はないこと。   

チ 協力型臨床研修病院として共同して臨床研修を行う病院が、（3）の協力型臨床研修   

病院の指定の基準に適合していること。   

ツ 将来、財団法人日本医療機能評価機構による評価等第三者による評価を受け、そ   

の結果を公表することを目指すこと。  

（3）協力型臨床研修病院の指定の基準   

厚生労働大臣は、協力型臨床研修病院の指定を受けようとする病院の開設者から指   

定の申請があった場合において、 当該病院が次に掲げる事項に適合していると認める   

ときでなければ、協力型臨床研修病院の指定をしてはならないこと。  

なお、アからケまでの各項目については、以下に特に定めるもののほか、（1）の各項   

目において示した内容に準じること。   

ア 臨床研修省令第2条に規定する臨床研修の基本理念にのっとった研修プログラム  

を有していること。   

イ 医療法施行規則第19条第1項第1号に規定する員数の医師を有していること。   

ウ 臨床研修の実施に関し必要な施設及び設備を有していること。  

エ 患者の病歴に関する情報を適切に管理していること。   

オ 医療に関する安全管理のための体制を確保していること。   

カ 適切な指導体制を有していること。  

当該施設における臨床研修の実施を管理する研修実施責任者を配置していること。   

キ 受け入れる研修医の数が、臨床研修を行うために適切であること。  

ク 研修医の募集及び採用の方法が臨床研修の実施のために適切なものであること。   

ケ 研修医に対する適切な処遇を確保していること。   

コ 管理型臨床研修病院として共同して臨床研修を行う病院が、（2）の管理型臨床研修  
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病院の指定の基準に適合していること。  

（4）厚生労働大臣は、臨床研修病院の指定の申請があった場合において、当該病院が次   

に掲げる事項のいずれかに該当するときは、臨床研修病院の指定をしてはならないこ   

と。   

ア14（1）により臨床研修病院の指定を取り消され、その取消しの日から起算して2年  

を経過していないこと。   

イ その開設者又は管理者に医事に関する犯罪又は不正の行為があり、臨床研修を行  

うことが適当でないと認められること。  

（5）（1）から（3）までの臨床研修病院の指定の基準については、臨床研修病院において年   

間を通じて常に遵守されていなければならないこと。  

6 研修管理委員会等の要件   

臨床研修を実施している間、指導医等の研修医の指導に当たる者は、適宜、研修医ご   

との研修の進捗状況を把握・評価し、修了基準に不足している部分を補い、あらかじめ   

定められた研修期間（原則として2年間）内に臨床研修を修了することができるよう配   

慮しなければならないこと。  

（1）研修管理委員会   

ア 単独型臨床研修病院の研修管理委員会は、次に掲げる者を構成員に含まなければ  

ならないこと。  

（ア）当該病院の管理者又はこれに準ずる者  

（イ）当該病院の事務部門の責任者又はこれに準ずる者   

（ウ）当該研修管理委員会が管理するすべての研修プログラムのプログラム責任者  

（ェ）臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、すべての臨床研  

修協力施設の研修実施責任者   

イ 管理型臨床研修病院の研修管理委員会は、次に掲げる者を構成員に含まなければ  

ならないこと。  

（ア）当該病院の管理者又はこれに準ずる者  

（イ）当該病院の事務部門の責任者又はこれに準ずる者   

（ウ）当該研修管理委員会が管理するすべての研修プログラムのプログラム責任者  

（エ）臨床研修病院群を構成するすべての協力型臨床研修病院の研修実施責任者  

（オ）臨床研修協力施設と共同して臨床研修を行う場合にあっては、すべての臨床研  
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修協力施設の研修実施責任者   

ウ 研修管理委員会の構成員には、当該臨床研修病院及び臨床研修協力施設以外に所   

属する医師、有識者等を含むこと。   

エ 研修管理委員会は、研修プログラムの作成、研修プログラム相互間の調整、研修   

医の管理及び研修医の採用・中断・修了の際の評価等臨床研修の実施の統括管理を   

行うこと。   

オ 研修管理委員会は、必要に応じてプログラム責任者や指導医から研修医ごとの研   

修進捗状況について情報提供を受ける等により、研修医ごとの研修進捗状況を把   

握・評価し、修了基準に不足している部分についての研修が行えるようプログラム   

責任者や指導医に指導・助言する等、有効な研修が行えるよう配慮しなければなら  

ないこと。  

（2）単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院の管理者   

単独型臨床研修病院又は管理型臨床研修病院の管理者（以下この項及び17から19   

までにおいて「管理者」という。）は、責任をもって、受け入れた研修医についてあ   

らかじめ定められた研修期間内に臨床研修が修了できるよう努めなければならないこ   

と。  

なお、研修医に対して17（1）エの臨床研修中断証を交付するような場合においても、   

管理者は当該研修医に対し、適切な進路指導を行うものであること。  

（3）プログラム責任者   

ア ブログラム責任者は、臨床研修を行う病院（臨床研修協力施設を除く。）の常勤   

の医師であって、指導医及び研修医に対する指導を行うために必要な経験及び能力  

を有しているものでなければならないこと。   

（ア）プログラム責任者は、研修プログラムごとに1人配置されることが必要である  

が、研修実施責任者及び指導医と兼務することは差し支えないこと。   

（イ）「指導医及び研修医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有してい  

るもの」とは、原則として、7年以上の臨床経験を有する者であって、プライマ  

リ・ケアを中心とした指導を行うことのできる経験及び能力を有しているものを  

いうものであること。この場合において、 臨床経験には臨床研修を行った期間を  

含めて差し支えないこと。   

（ウ）プログラム責任者は、プライマリ・ケアの指導方法等に関する講習会を受講し  
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